
諫早市立小・中学校児童生徒用一人一台端末賃貸借（長期継続契約）仕様書 

 

１ 調達概要  

  本調達は、文部科学省、経済産業省、総務省が掲げるＧＩＧＡスクール構想第２期整備

のため、国庫補助金を活用した情報端末等の環境整備を目指し、諫早市立小・中学校に

おける児童生徒用一人一台端末（以下「調達機器」という。）の賃貸借を行うものである。 

 

２ 業務概要  

文部科学省が示している、ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けた標準的な仕様に基づく

端末の整備及び周辺機器導入並びに設置・設定を行うものとする。 

 

３ 本件入札における前提条件 

⑴ 本調達は、ＧＩＧＡスクール構想第２期整備に伴い実施するものであり、長崎県教育

の情報化推進協議会が公告した一般競争入札（令和７年４月２３日付、入札物件名 公

立学校情報機器整備事業におけるＰＣ端末（Chromebook）共同調達（以下「県共同調達」

という。））において、落札業者の扇精光ソリューションズ株式会社（以下「販売店」と

いう。）との間で決定した機器購入代金（リースの場合リース料は含めない）及び配送

料、キッティング料、管理ソフト（ＭＤＭ）代金（以下「機器購入代金等」という。）

の合計額（消費税及び地方消費税を含む）から算出した調達機器１台あたりの機器購入

代金等に本仕様に定める調達機器の数量を乗じた金額について公立学校情報機器整備

事業費補助金交付要綱及びＧＩＧＡスクール構想加速化基金管理運営要領（以下「要綱

等」という。）に基づく共同申請により、補助金は長崎県から直接支払われる。このた

め、応札者は当該共同申請者となることを前提として本調達に参加しなければならな

い。  

⑵ 本調達で導入する調達機器の機器購入代金（リースの場合リース料は含めない）及び

配送料、キッティング料、管理ソフト（ＭＤＭ）代金は補助対象であることに留意する

こと。詳細はＧＩＧＡスクール構想加速化基金管理運営要領等を参照すること。 

⑶ 本件入札については、本調達にかかる費用の総額のうち長崎県からの補助金を差し引

いた本市単独負担額（補助対象外額）のみをもって行う。応札についても補助金を差し

引いた本市へ請求する額のみをもって行わなければならない旨十分に留意すること。ま

た、補助金と本市単独負担額を明らかにするため、落札者は落札決定後速やかに本調達

にかかる費用の総額に占める補助金及び本市単独負担額の内訳書を本市へ提出するこ

と。 

⑷ 契約の締結は長崎県から交付される交付決定通知に基づき実施するものとし、万一落

札決定後、本市もしくは補助金の共同申請を行う落札者が長崎県からの補助を受けられ



ないことが確定した場合、本契約は不締結とする。  

 

４ 調達機器の条件 

 機器の条件は、次のとおりとする。 

 ⑴ 機器のメーカー及び型番：ASUS CZ1104FM2A－NS0047 

⑵ 上記機器に県共同調達の仕様に掲げるキッティング等が行われたもの 

 

５ 調達機器等の納入場所及び数量 

⑴ 調達機器 

  納入場所：諫早市立小・中学校、諫早市教育委員会 

（調達機器の納入場所及び数量一覧のとおり） 

数  量：12,193 台 

 ⑵ 納品機器等明細等 

  本調達における機器について、下記①から③までを１部ずつ諫早市教育委員会に、④

を各学校等、賃借人が指定する数量及び納入場所に納品させるものとする。 

  ① 納品機器等明細 

  ② ライセンス等証明 

  ③ 納品機器等の保証書 

  ④ 納品機器等の取扱説明書・付属品 

 

６ 納入期限 

  令和８年１月２７日 

 

７ 賃貸借期間  

  60 か月（令和８年２月１日から令和１３年１月３１日まで） 

 

８ 本市単独負担額（賃貸借料）の支払方法 

  賃貸人の請求により毎月一定の金額を払う。 

 

９ 調達機器等の納品 

⑴ 端末の設定、運搬等の作業 

① 賃貸人は、納入期限までに、販売店が行う県共同調達の仕様に掲げるキッティング

等が行われた機器等を納入場所に搬入させなければならない。ただし、賃貸人の責め

に帰すことができない理由により、納入期限までに機器等を搬入できない場合は、賃

貸人は延滞なくその理由、履行の予定日時等を明示した書面を賃借人に提出し、賃借



人の承認を得なければならない。 

② 賃貸人は、次に掲げる作業について賃借人が必要と認める場合は納入期限までに作

業を行うこととする。 

ア 賃貸人が県共同調達の仕様に掲げるキッティングと別に管理番号等のシールを

端末に貼付ける作業。 

イ その他、納入時に必要な作業。 

 ⑵ 納入検査 

① 賃貸人は、納入場所に機器等を納入したときは、その旨を書面により賃借人に通知

するものとする。 

② 賃借人は、前号の規定による通知を受けたときは、速やかに販売店及び賃貸人の 

立会のうえ機器等の検査を行う。 

③ 賃貸人は、前号の検査に合格しないときは販売店と連携し、直ちに補修又は新品と

の交換を行い、賃借人の再検査を受けなければならない。 

 

10 調達機器の返還 

⑴ 賃貸借期間の満了又は契約が解除された場合、賃借人は機器を原状に回復し賃貸人に

返還するものとする。 

⑵ 機器の返還の際、賃貸人は次に掲げることを行うこと。 

① 賃借人に貸付けた機器を撤去する。撤去の際は賃借人と日程調整のうえ、機器を保

管する小・中学校等から直接回収するものとする。 

② 回収した端末について、端末の記録を復元不可能な状態に消去又は物理的に破壊し

た後に廃棄し、それらの適切な処理を行ったことを示す再資源化の証明書を提出する

こと。また、再資源化の証明書の項目について再資源化の際に賃借人と協議すること。 

③ その他、賃借人が必要とする作業。 

 

11 補助金申請等 

  本件は、補助事業であるため、契約の締結は補助金の交付決定後となる。補助金額は、

補助対象額に補助率２／３を乗じた金額となる（千円未満切り捨て）。 

また、要綱等により、消費税等仕入控除税額についても適切に取り扱うこととされてお

り、賃貸人は消費税等仕入控除税額に相当する額を減額して申請すること。 ただし、補

助金の交付申請時において当該消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、

この限りではないが、実績報告書を提出するにあたり、明らかになった場合は、減額して

実績報告書を提出すること。 なお、補助金額の確定以降に消費税等仕入控除税額が明ら

かになった場合は、返還手続きが必要となる。 

 



12 県共同調達における調達機器１台あたり価格 

  落札価格から算出した価格 38,500 円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

13 予算の減額又は削除に伴う解除等 

⑴ この契約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３の規定による長

期継続契約であるため、本契約締結日の属する年度の翌年度以降において、歳出予算の

当該金額について減額又は削除があった場合、賃借人は、この契約を変更又は解除する

ことができる。 

⑵ 前項の規定による契約の解除に伴い、賃貸人に損害を与えたときは、賃借人は、その

損害を賠償しなければならない。この場合の賠償額は、賃借人と賃貸人との間で協議し

て定めるものとする。 

 

14 特記事項 

 ⑴ 関係法令等 

 ① 公立学校情報機器整備事業費補助金交付要綱 

② ＧＩＧＡスクール構想加速化基金管理運営要領 

③ 長崎県教育委員会関係補助金等交付要綱 

⑵ 調達機器の仕様 

令和７年４月２３日付、長崎県教育の情報化推進協議会が公告した一般競争入札（入

札物件名 公立学校情報機器整備事業におけるＰＣ端末（Chromebook）共同調達）の公告

にかかる令和７年度長崎県学習用コンピュータ機器仕様書 

⑶ 調達機器の販売店の名称、住所及び代表者 

  扇精光ソリューションズ株式会社  

  長崎市田中町５８５番地５ 代表取締役 松尾 隆宏 

⑷ その他 

① 賃貸人は、調達機器の納入及び返還の際において、納入場所の施設の壁、床等に損害

を与えることがないよう、必要に応じて床シート等で養生するなどの措置を行うこと。 

② この仕様に記載のない事項において、機器やソフトウェア等の導入や運用する上で当

然必要となる事項は賃借人と協議の上実施するものとし、その費用を見積金額に含むこ

と。 

③ この仕様に定めがない事項については、賃貸人及び賃借人の間で協議の上決定するも

のとする。 




